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はじめに 

 

2022年2月24日、ロシアは全面的なウクライナ侵

攻を開始した。  2014年に始まっていたこの戦争の第 2

段階は、ロシアのウラジーミル・プーチン大統領が、ウク

ライナ人の持つ独自の国家に対する歴史的権利を否定

し、またその上でウクライナ人が隣人たるロシア人と民族

的に異なるということまで否定する声明を出す中で開始

された1。ウクライナ人の国家への執着とウクライナ人とし

ての明確なアイデンティティーは、決して無から生まれた

ものではない。  それはほぼ過去4世紀にわたって展開さ

れた有機的な出来事の所産である。 

ごく最近のことを言えば、ウクライナは 1991年8月

に独立を宣言し、その年の終わりまでに、ソヴィエト連邦

の解体に続いて、国際社会において完全な主権国家と

して機能し始めた。しかし、この国家としての独立は、彼

らにとって新しいことではなかった。20世紀だけをとって

も、1991年までに少なくとも5回、ウクライナの領土の全

部または一部に対して独立が宣言された。また、ウクライ



ナ人の独立国家に対する想念は20世紀に限ったことで

もなかった。3世紀ほど前、ウクライナ人は、国家を形成し、

それは17世紀半ばから18世紀の終わりまで、何らかの

形で存在していたのである。 

小稿では、ウクライナの国づくりの遺産と、直近の独

立宣言である1991年8月24日の宣言の前後に見られ

たさまざまな態様について述べたいと思う。また、この国

の市民が自分自身をどのように定義し、ウクライナ国家

との関係を、民族学的あるいは、市民的、国民的アイデ

ンティティーの観点からどのように定義するかについても

議論することとしたい。 
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I. ナショナリズムの概念 

近代ヨーロッパにおける国家の創造は、ナショナリズ

ムというイデオロギーと密接に結びついている。 

ウクライナ人のアイデンティティーと国家の関係を説

明する前に、異なる２つのナショナリズムの違いを示すこ

とは有益であろう。どちらのナショナリズムも、19世紀初

頭以来のウクライナ人のアイデンティティーの発展と、そ

のアイデンティティーの現代的な形とウクライナ国家の存

在との関係について、一定の役割を担ってきた。 

本質的に、ナショナリズムは以下のことを前提とする

イデオロギーである。（１）人類はさまざまな民族、あるい

は国民に分けられていること。（２）最適な社会政治制度

とは、それぞれの民族・国民が文化的および政治的自律

性を享受できることであって、すなわち、できればそれは

完全な主権と独立国家であること。 

民族と国家の関係は、1789年のフランス革命とその

余波に多分に影響された。それまで、ほとんど例外なく、

ヨーロッパにおける国家は君主（皇帝、国王、公、大公）

個人として具現化されるか、選ばれた個人たちの特権的

集団（寡頭制）として形づくられてきた。フランス革命以

前のヨーロッパにおけるこの国家の２つの類型は、ルイ

14世の有名な格言「朕は国家なり（l’état c’est moi）」

によって象徴されたフランスと、元首（統領、Doge）が国

家の決定と指示を行い、それを選出する有力貴族たちに

よる寡頭政治体制をとっていたヴェネツィア共和国に見
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られる。とりわけ影響力を持っていたのは、革命期のフラ

ンスの政治構造であり、国家はその国民（市民）が形成

するものであって、それ故に政治的権威の究極の源であ

るという原則をこの時の政治指導者たちは実行したの

であった。 

19世紀のヨーロッパでは、君主制国家と市民型国

家の両方が存在していた。さらに、どちらの国家制度も

ナショナリズムを自らの利益のために利用しようとした。

つまり、住民の間に共通の「ナショナル・アイデンティティ

ー」を創造することにより、既存の国家体制への支持を

促そうとしたのだ。当時も今も、すべての民族が独自の

国家を有しているわけではない。それ故、ナショナリズム

には２つの類型―「国家が課した」ナショナリズムと「イ

ンテリゲンツィア（知識階級）に触発された」ナショナリズ

ム―があることに注目する必要がある。 

１つ目の「国家が課した」ナショナリズムには、フラン

ス、イギリス、スペイン、オーストリア＝ハンガリー帝国、ロ

シア帝国などの国が含まれ、これらの国はすべて、政府

の政策（特に教育制度）を通じて、実際の民族言語的・

民族的起源とは関係なく、すべての住民にフランス人、イ

ギリス人、スペイン人、オーストリア系ドイツ人、ハンガリー

人、またはロシア人という「国民」としてのアイデンティテ

ィーを強制しようと試みた。 

２つ目の「インテリゲンツィアに触発された」ナショナ

リズムは、自分たちの国家を持っていなかった人々、つま
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り、ブルトン人、アイルランド人、バスク人、カタルーニャ人、

フィンランド人、リトアニア人、ポーランド人、チェコ人、ク

ロアチア人、ウクライナ人（オーストリア＝ハンガリー帝国

ではルテニア人と呼ばれていた）、そしてイタリア人に受

け入れられた。インテリゲンツィアは（多くの場合、自称）

知識人や政治活動家で構成されており、彼らは普遍的

な人権を根拠として、それぞれの民族が自治権を持って

いると主張した。少なくとも、「自治」とは、既存の国家の

枠組みの中での文化的およびある程度の政治的自治を

意味するか、完全に主権を持った独立国家の確立を意

味するだろう。言い換えれば、すべてではないものの多く

の民族運動にとっての最終的な目標は、独立国家の獲

得であった。 

II. ウクライナ国家：概念と実態 

ウクライナ民族運動は、インテリゲンツィアに触発され

たナショナリズムに傾斜した。ヨーロッパにおける「国家

無き」人々による数多くの民族運動と同様に、ウクライナ

の知識人たちは、啓蒙主義のドイツ人哲学者ヨハン・ゴ

ットフリート・ヘルダー（Johann Gottfried von Herder）

の理論に触発された。彼は、政治的地位に関係なく、世

界中のすべての人々が独自の文化の担い手であり、す

べての文化（人々の母語により表される文化）には独自

の意義と価値があると主張した2。 

19世紀のウクライナ民族運動の第１段階において、

ウクライナ人活動家ムィコラ・コストマロフ（Mykola 
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Kostomarov）、パンテレイモン・クリシュ（Panteleimon 

Kulish）、タラス・シェフチェンコ（Taras Shevchenko）

などは主に文化活動、つまり、民族誌学的特徴を描写し、

ウクライナ人の地理的領域を定義し、ウクライナ語を成

文化することに関心を向けていた。またウクライナ民族運

動の第２段階では、その次の世代の活動家ミハイロ・ドラ

ホマノフ（Mykhailo Drahomanov）、イヴァン・フランコ

（Ivan Franko）、ミハイロ・フルシェフスキー（Mykhailo 

Hrushevskyi）たちが過去の歴史に目を向け、ウクライ

ナ人が独自に存在すること、すなわち、文化的・政治的

自治権、そして最終的には国家構築の権利を有する民

族であることを正当化しようと努めた。 

初期のウクライナ「国家」 

ウクライナの土地における初期の「国家」の実例に大

きな重点が置かれたのは、過去の歴史に対する関心の

文脈においてであった。その最初の実例として挙げられ

るのは、「ルーシ」の名で知られる中世の「国家」である

が、それは９世紀から14世紀にかけて緩やかに結ばれ

た公国の連合体であった。* ルーシの政治的、社会経済

的、文化的中心地がウクライナのまさに中心にあるキー

ウ市であったという事実を考えると、この発想は当然のこ

とだった。しかしながら、キーウ・ルーシの領域は現在の 

*  1240年にモンゴルの侵攻によってキーウ・ルーシが終焉を迎えたと推定するロ

シアと欧米の学者たちは、ルーシ「国家」が現在のウクライナ西部に本拠を置いていた

ハルィチナ・ヴォルィニ公国という形で、その後少なくとも１世紀続いたことを認識して

いない。 
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ウクライナ領土を超えて広がっており、現在のベラルーシ

全土とロシアのヨーロッパ側（ウラル山脈以西）の大部

分を含んでいた。 

領土に関して言えば、より実体的なウクライナ国家は、

1649年にザポリージャのコサックの指導者ボフダン・フ

メリニツキー（Bohdan Khmelnytskyi）の下に創設さ

れたザポリージャ軍、またはヘーチマン国家であり、18

世紀の変わり目に最も著名な後継者はイヴァン・マゼー

パ（Ivan Mazepa）だった。ヘーチマン国家は、1780年

代にエカテリーナ２世のロシア帝国当局によって解体さ

れるまで、１世紀以上にわたってウクライナ中部地域にお

いて自治政府として機能していた。ヘーチマン国家は、そ

の終焉にもかかわらず19世紀に数を増していた多くの

ウクライナの純文学者、芸術家、歴史家、市民活動家ら

の作品・著作物に多大なインスピレーションを与えた。つ

まり、将来何らかの形で復活するかもしれない国家や自

治的な政体の具体的な例と考えられたのである。 

ナショナリズムのイデオロギーが19世紀の最初の数

十年間にウクライナの知識人に及んだ頃、ウクライナの

土地は「東」のロシア帝国と「西」のオーストリア（後のオ

ーストリア=ハンガリー）帝国に分割された。特に 1848

年から1914年までの「長い」19世紀の後半、ウクライ

ナ人のナショナリズムの高揚に対する２つの帝国の態度

は大きく異なっていた。ハプスブルク家オーストリア帝国

当局の指導者が「西」の都市リヴィウに拠点を置いたウ

クライナ人たち（正式には当時ルテニア人と呼ばれてい



8  

た）のウクライナ民族運動に寛容であったのみならず、

奨励さえしていた一方で、帝政ロシア当局は、「東」の都

市キーウに拠点を置いたウクライナ人たち（正式には小

ロシア人と呼ばれていた）のウクライナ民族運動を攻撃

的に抑圧しようとした3。 

それでも、1890年代には、ウクライナ人政党がロシ

ア帝国とオーストリア＝ハンガリー帝国の両方において

機能していた。これはまた、ウクライナ人の理念的指導者

である ユリアン・バチンスキー（Iuliian Bachynskyi）-

『 Ukraina irredenta （ウクライナの失地回復、1895

年 ） 』 、 と ム ィ コ ラ ・ ミ フ ノ フ ス キ ー  (Mykola 

Mikhnovskyi）-『Samostiina Ukraïna（自立したウク

ライナ、1900年）』が、両方の帝国からのウクライナ人

居住地を含む独立国家の理念を提唱した時期でもあっ

た。ものの20年も経たないうちに、一見とてつもない理

念が具現化したのだった。 

20世紀の革命期 

1917年２月、第一次世界大戦が勃発し、ヨーロッパ

の大部分と中東で戦火が続く中、帝政ロシア政府は崩

壊した。そしてそれは、リベラルで民主主義志向の暫定

政府に取って代わられた。しかしながら、１年も経たない

うちにこの暫定政府は転覆され、革命的なボリシェビキ

主導の政府に取って代わられた。この政府は、根本的に

新たな政治構造の創造を決意した。つまり、共産党のイ

デオロギーの指導下で労働者、兵士、農民の評議会（ソ



9  

ヴィエト）によって統治される「労働者の国家」である。し

かし、変化はすぐには訪れなかった。ボリシェビキが最終

的に国内外の敵に打ち勝ち、その過程でいくつかの「ソ

ヴィエト式」の共和国を創設するまでには、3年を要した

のである。最終的に（1923年７月に）それらは統合され、

ソヴィエト社会主義共和国連邦（以下、ソヴィエト連邦、

またはソ連）が樹立された。 

ウクライナ人は、この革命時代の最初から自治を実

現しようとし、最終的には独立国家になることを目指した。

1917年３月、ウクライナ中央ラーダ（評議会）と呼ばれ

る組織がキーウに設立された。中央ラーダは地方の農

家、工場労働者、兵士、市民団体など、幅広いウクライナ

社会から選出された800人から900人の代表者で構

成されていた。その年が終わる前に、中央ラーダはウクラ

イナ国民（人民）共和国の創設を宣言し**、1918年１

月には「独立した、誰の支配も受けない、自由な、ウクラ

イナ人民の主権国家」となった。したがって、中央ラーダ

にとって「ウクライナ人」という概念が「我々の土地に住

む全ての人々」を意味したことは明らかだった4。つまり、

民族的ウクライナ人と「その他のウクライナの人々」とい

う意味だ5。さらに、すべての国内の民族は「属人的民族 

 

**ウニヴェルサール（Universal：宣言または決議を意味する）の形式となったこの

宣言は、コサック国家の歴史的先例を想起させるために中央ラーダによって使用され

た。つまり、コサック国家のヘーチマンや役人たちが17～18世紀に発布した法令と同じ

用語を使用した。ウクライナ語の形容詞narodnyi (名詞narod「国民、人民、民族、大

衆」から造られる形容詞) は、「人民の（people’s）」または「国民の（national）」と翻

訳される。後者の訳語が、ほとんどの英字文献で使用されており、ここでも使用する。 



10  

自 治 権 （ the right of national-personal 

autonomy）」を有していた6。 

実際には、中央ラーダのメンバーの30%は、ウクライ

ナ国民共和国で人口が最も多かった民族的ロシア人、

ポーランド人、ユダヤ人に充てられた。これらの少数民族

にはそれぞれ、中央ラーダの民族問題総書記局におい

て彼らの利益を代表する大臣がいた。また、ユダヤ人コ

ミュニティの自治を管轄するユダヤ人問題特別省が設

立された。ウクライナ国民共和国の多民族性を象徴する

のは、ウクライナ語だけでなく、ロシア語、ポーランド語、イ

ディッシュ語などの言語が記載された紙幣であった。 

ウクライナ国民共和国は、自国が主張した領土、つま

り、旧ロシア帝国のうち主にウクライナ人が居住していた

９つの州（guberniia）を防衛するために国軍を結集す

ることができた。ブレスト＝リトフスク条約（1918年２月

および３月）によって、中央同盟国はウクライナの独立を

承認し、ドイツ帝国とオーストリア＝ハンガリー帝国は、ウ

クライナをソヴィエト・ロシアから防衛するための軍隊の

派遣要請を受け入れた。 

中央ラーダの無力さに不満を抱くようになったドイツ

帝国は、1918年４月、親ドイツの指導者ヘーチマン・パ

ヴロ・スコロパツキー（Pavlo Skoropadskyi）がキーウ

に政権を樹立することを助けた。これは公式にウクライナ

国と呼ばれたが、スコロパツキーのこの称号そのものが、

17～18世紀のコサック・ヘーチマン国家に遡るウクライ
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ナ国家の長い伝統を思い起させた。 

ドイツが1918年11月に連合国に降伏した後、ドイ

ツの従属国であったヘーチマン・スコロパツキー政権は

瓦解した。それにもかかわらず、今度はシモン・ペトリュー

ラ（Symon Petliura）率いる執行機関・ディレクトーリア

（Dyrektoriia）の指導の下、ウクライナ国民共和国が

即時に回復したことでウクライナ国家は生き残った。

1919 年から1920年にかけてのウクライナ情勢を特徴

付ける内戦、農民反乱、外国からの侵略という文脈の中

で、ディレクトーリア率いるウクライナ国民共和国は、

1920年11月にディレクトーリア軍が最終的にウクライ

ナから追い出されるまで、非常に大きな困難を抱えなが

らも存続した。 

帝政ロシア崩壊後の激動の環境にもかかわらず、ウ

クライナ国家は、国民共和国であろうとヘーチマン国家

であろうと、1917年から1920年の革命時代に何らか

の形で生き残ることができた。ウクライナ国家が存在し

た事実は国際舞台で確認された。ウクライナは 25カ国

によって正式に（de jure）、または事実上（de facto）

承認され、独立国家としていくつかの国際機関（海運、

郵便、電信、およびラジオ連合）に受け入れられた7。 

ウクライナ民族運動の現実と力強さ、そしてウクライ

ナ人としてアイデンティティーを持つ人々を団結させる力

のあるウクライナ国家の重要性を痛感していたボリシェ

ビキは、1917年12月にハルキウに結集したウクライナ
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人民共和国（のちのウクライナ・ソヴィエト）を宣言するこ

とで対応した。ソヴィエト・ウクライナ共和国の名でも知ら

れるこのハルキウ政権を防衛する必要があるという主張

は、ボリシェビキ・ロシアがライバルであるキーウのウクラ

イナ国民共和国の中央ラーダ軍を追い出すために赤軍

をウクライナに派遣するための「法的」正当性を与えた8。 

一方、オーストリア＝ハンガリー帝国（1918年10月

下旬に消滅）のウクライナ人（「ルテニア人」）の居住地

（ハルィチナ）では、1918年11月１日に西ウクライナ国

民共和国がリヴィウに創設された。そしてその２カ月後、

西ウクライナ共和国はキーウのウクライナ国民共和国

（ディレクトーリア政府）との統合を宣言した。キーウのウ

クライナ国民共和国と同様に、西ウクライナ国民共和国

は「ウクライナ人」という用語を市民的な意味で理解して

いた。つまり、西ウクライナ国民共和国はその領土に住む

すべての人々を包含していた。西ウクライナ国民共和国

が提案した議会では、議員の30%の枠がポーランド人、

ユダヤ人、オーストリア系ドイツ人のために特別に確保さ

れていた9。 

統合宣言をしたにもかかわらず、西ウクライナ国民共

和国は独自のウクライナ・ハルィチナ軍を保持していた

（その中には独立したユダヤ人戦闘部隊があった）。２つ

の国民共和国の軍隊は作戦上の要請が異なるため、そ

れぞれ、生存のための闘争に明け暮れていた。西ウクラ

イナ国民共和国はポーランドと対立し、最終的に1919

年７月にポーランドに敗北した。一方のウクライナ国民共
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和国は、ボリシェビキ主導のソヴィエト・ロシア、反ボリシ

ェビキの白軍、および旧ロシア帝国の版図下のウクライ

ナの土地の各地で起きた反乱農民の「軍」と戦った。キ

ーウに本拠を置くウクライナ国民共和国とリヴィウに本

拠を置く西ウクライナ国民共和国の両政府は最終的に

は敗北したが、この２つの政府は自分たちの国家＝ウク

ライナのために戦い、命を惜しまない何十万人もの軍隊

を動員することに成功していたのである。 



 

コサック国家（1649年） MAP 1 



 

革命期のウクライナ（191８-191９年） MAP 2 
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革命期（1917年～1921年）に発揮されたウクライ

ナ国家への強い信念は、モスクワのボリシェビキ指導部

（レーニンとスターリン）に、ウクライナに赤軍を派遣し、

侵略し、占領しない限り、ソヴィエト・ロシアがウクライナ

に対する支配を維持することはできない、と確信させた。

このような戦術は、ボリシェビキの政治指導者トロツキー、

マヌイルシキー（D. Manuilskyi）、ラコフスキー（Kh. G. 

Rakovskyi）ら、および軍事指導者ムラヴィヨフ（M. 

Muravyov）、アントノフ＝オフセンコ（A. V. Antonov-

Ovseenko）らの多くの意見を反映していた。軍事作戦

は、ソヴィエト・ロシアと緊密に同盟しながら行政的には

分離された存在として、ソヴィエト・ウクライナ国家を統治

していたウクライナ共産党（ボリシェビキ）との連携・協

力の下、実施された。 

ソヴィエト時代 

1919年１月にウクライナ社会主義ソヴィエト共和国

と改名されたウクライナ人民共和国（ウクライナ・ソヴィ

エト共和国）は、国家としてのあらゆる仕掛けを有してい

た。すなわち、ハルキウを共和国の首都とし、独自に憲法

を採択し（1919年３月）、議会（労働者、農民、兵士の

代議員評議会）と政府の執行機関（人民委員会議）を

設置した。同国最初の国際的な行動は、ロシア・ソヴィエ

ト連邦社会主義共和国(以下、ソヴィエト・ロシア)、およ

びウクライナ社会主義ソヴィエト共和国（以下、ソヴィエ

ト・ウクライナ）の代表たちによって締結された両政府間
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の連邦条約であった（1920年12月）10。連邦条約は軍

事的・経済的な統合を規定していたが、ソヴィエト・ウク

ライナはしばらくの間「主権国家」を維持し、農業部門、

司法、教育、および外交問題を管理していた。 

実際、1920年から1923年にかけて、ソヴィエト・ウ

クライナは独立国家として機能し、対外的に承認されて

いた。ソヴィエト・ウクライナは外交権を保持し、戦後いく

つかの国（ポーランド、チェコ・スロヴァキア、オーストリア、

リトアニア、ラトヴィア、エストニア、トルコ）との条約締結

の当事国となり、他にもいくつかの国と二国間協定を締

結した11。 

かつてのロシア帝国の領土空間の変容の一環として、

ソヴィエト・ウクライナの「主権」は、1923年７月、公式に

終焉を迎えた。その時には、ボリシェビキ信奉者たちは世

界共産主義革命という長期目標を脇に置いた。そして民

族的ナショナリズムの高揚をよく理解していた人物であ

った全連邦共産党書記長ヨシフ・スターリンの指導の下

に、「民族的」共和国連邦を形成することを決定した。

1923年の連邦制の施行により、ロシア、ベラルーシ、ウ

クライナ、ザカフカース（トランスコーカシア）が統合され、

ソヴィエト社会主義共和国連邦（ソヴィエト連邦）が形

成された。*** 

この連邦国家には、他のソヴィエト共和国を「任意に」

追加的に統合することができるとされ、実際1920年代 

*** 連邦は1922年12月に宣言されたが、1923年７月まで正式に成立

していなかった。 
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にソヴィエト・ロシアから中央アジアの３つの共和国（ト

ルクメニスタン、ウズベキスタン、キルギスタン）が創設さ

れ、ザカフカースはそれぞれ３つの共和国(ジョージア、ア

ルメニア、アゼルバイジャン)へと再編成された。 

この名目上の連邦内で、ソヴィエト・ウクライナは、そ

の住民がウクライナ人であると認識され、また住民自身

もそう感じていた共通の政治空間として機能した。このウ

クライナと呼ばれる政体は、数年間、ある程度の自治権

を享受していた。 

例えば、ソヴィエト・ウクライナはしばらくの間、ウクラ

イナの教育制度と文化的な展開に関する支配を維持し

続けた。モスクワの共産党の奨励により、ソヴィエト・ウ ク

ラ イ ナ 政 府 は 1923 年 に 「 ウ  ク  ラ  イ  ナ 化

（Ukrainianization）」として知られる政策を開始した。

この政策の戦略的目標は、ウクライナ共産党（ボリシェビ

キ）の権威を正当化することであり、より広範な地元住

民をウクライナ共産党の身分に引き込むことだった12。ウ

クライナの民族感情の実質的・潜在的な強さを認識した

ウクライナ共産党は、ウクライナ語とあらゆる形態のウク

ライナ文化を促進することにより、ウクライナ人の支持と

新たな層を惹き付けようとした。このウクライナ化政策は

驚くべき成功を収め、1929年までにソヴィエト・ウクライ

ナの学生の４分の３が、ウクライナ語が指導言語である

学校に通った。また、ウクライナ語を使用する出版物や文

化機関（学術団体、図書館、劇場、博物館）の数も大幅

に増加した。 
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このウクライナ化政策が非常に成功したため、モスク

ワの全連邦共産党（1929 年以降、ヨシフ・スターリンの

権限が強化された）は、ウクライナのナショナリズムに不

用意に寄与しているのではないかと危惧した。それは、

常にソヴィエトによる支配に対する脅威であると考えら

れていたからだ。そしてこれとまさに同時期に、スターリン

はソ連をより急速に工業化させ、農業部門を（必要とあ

らば強制的に）集団化させる第一次五カ年計画を開始

した。ウクライナは特に強制的集団化の矢面に立たされ、

50万人以上の自営農家（クラーク）が国外追放され、

「ホロドモール（飢餓による殺人）」または大飢饉として

知られる人為的な飢饉による大虐殺が行われ、1932

年から1933年までだけで餓死した人は400万人近く

に上った13。 

これらの悲劇的な展開は、ウクライナ化政策の完全

な崩壊と、ウクライナの知識人および文化的指導者に対

する正面からの攻撃を伴った。それでも、1930年代初

頭に行われたこのウクライナの農民と都市の知識人に

対する一斉攻撃は、ウクライナの民族感情を消し去るこ

とはできなかった。本当の意味で、ウクライナ化政策の肯

定的な結果と、とりわけ大飢饉（ホロドモール）の間に共

有した苦しみは、将来、政治状況が変化して、ウクライナ

民族運動の復興が可能になったときに再浮上するであ

ろう共通の記憶となった。 

20世紀の戦間期に、すべての民族的ウクライナ人が

ソヴィエト・ウクライナの国境の内側に住んでいたわけで
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はない。1930年当時、720万人以上が、近隣のポーラ

ンド、ルーマニア、チェコ・スロヴァキアの統治下にあった

古くからの故郷に住み続けていた14。なかでも、その圧倒

的多数（590万人）はポーランド（歴史上のハルィチナ）

に住んでいたのであるが、彼らはすべてのウクライナ人

の中でも、最も熱烈な愛国者だった。彼らは、1918年

11月からポーランド軍に敗北する1919年７月まで機能

していた西ウクライナ国民共和国という独自の国家を短

期間ながら有していた。 

その後、ハルィチナのウクライナ人はいくつかの政治

的・軍事的地下運動（ウクライナ軍事組織－UVO、ウク

ライナ民族主義者組織－OUN、ウクライナ蜂起軍－UPA）

を組織し、1920年代から1950年代初頭にかけてポー

ランドやナチス・ドイツ、ソ連と戦った。彼らの目標は、ソヴ

ィエトでない、独立したウクライナ国家の建設であった。

そこで、例えば、第二次世界大戦前夜と戦中に、チェコ・

スロヴァキア東部（カルパト・ウクライナ国家－1938年

11月～1939年３月）や旧ポーランド領ハルィチナ

（1941年６月30日に宣言されたいわゆる「ウクライナ

国家再興の布告」）において、「ウクライナ国家」の創設

が宣言された。これらの政体は短命ではあったが、この

ように一度は存在した独立国家を将来は持つ可能性が

あるのだという歴史的記憶として人々の心を満たした。 

第二次世界大戦のヨーロッパ東部戦線におけるソ連

の勝利と、同連邦の国境をさらに西に拡張するというス

ターリンの要求は、ソヴィエト・ウクライナに直接的な影響
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を与えた。戦間期のポーランド（ハルィチナ東部とヴォル

ィニ西部）、ルーマニア（ブコヴィナ北部とベッサラビアの

一部）、チェコ・スロヴァキア（ザカルパッチャ、トランスカ

ルパティア）のウクライナ人居住地域は、合計6.45万平

方マイル（16.5万㎢）で、約1,100万人の住民がソヴィ

エト・ウクライナに編入されたのである。これは、編入後の

ウクライナ領土（23.2万平方マイル/60.4万㎢）のうち

の４分の１に相当し、人口は4,190万人を数えることとな

った（1959年）15。 

歴史上初めて、（ウクライナの学者によって定義され

た）ウクライナ人の居住地の大部分が、ソヴィエト・ウクラ

イナではあるものの、単一のウクライナ国家の国境の内

側に組み込まれた。さらに、これらの地域（特に歴史上の

ハルィチナ）は、ウクライナ民族運動が最も早く始まり、そ

の後も民族言語学的アイデンティティーおよびナショナ

ル・アイデンティティーが最も強く、最も広く影響している

土地であった。 

1940年代の後半までにウクライナ独立という目標

が達成されなかったことは明白な事実であるが、独立し

たウクライナ国家の概念は消えることなく、逆に本当の意

味で新たな命が吹き込まれることとなった。1945年、ウ

クライナ・ソヴィエト社会主義共和国（ソヴィエト・ウクライ

ナ）は、国連の51の創設メンバー国の１つとなった。 

確かに、ソヴィエト・ウクライナはソヴィエト連邦の一

部であったが、ソ連とは法的（de jure）に異なる独自の
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国家として扱われた。すなわち、国連に政府代表部を有

し、大使がソ連とは異なる形でソヴィエト・ウクライナを代

表した。そして国連の幅広い機関（原子力、労働、電気

通信、ユネスコ、世界保健機関など）のメンバー国となり、

パリ条約（1947年）、世界人権宣言（1948年）、部分

的核実験禁止条約（1963年）など、120以上の国際条

約、議定書、宣言の締約国であった16。 

ソヴィエト・ウクライナの国際舞台での活動が、ソ連

中央政府の完全な協力と一致の下でしか行えなかった

ことは事実である。それでも、ソヴィエト・ウクライナは国

家として行動し、一定の国際環境下で国家として認識さ

れていた。 

ウクライナ国内でも、キーウのウクライナ共産党指導

者は、モスクワの中央政府に働きかけ、ソ連の全予算の

中からウクライナへさらなる投資がなされるよう求めて、

ソヴィエト・ウクライナの利益を増進させようとした。ひと

つの懸念はクリミアだった。クリミア半島は、1783年にロ

シア帝国に併合されるまで、３世紀以上にわたってクリミ

ア・ハン国の一部だった。したがって、帝政ロシアとその

後のソ連による支配は、クリミアがソヴィエト・ウクライナ

に「割譲」される1954年まで、わずか170年しか続か

なかった。ソヴィエト・ウクライナ政府はこの問題を真剣に

受け止め、この新しい領土獲得に伴う経済の改善に最

善を尽くした。 

その間、ソヴィエト連邦とは別個の独立した国家、と



 
21 

 

いう理念は生き続けた。夢を見ていただけかもしれない

が、それは、1960年代から1970年代にかけて、迫害さ

れながら反体制活動を行っていた様々なソヴィエト・ウク

ライナの知識人イヴァン・ジューバ（Ivan Dziuba）、ヴァ

レンティン・モロズ（Valentin Moroz）、イヴァン・スヴィト

リチヌィイ（Ivan Svitlychnyi）、ペトロ・フリホレンコ将軍

（Petro Hryhorenko）の著作や、世界中に分散した

600万人のウクライナ・ディアスポラ、特に米国とカナダ

に住む人々の中で生き続けた。 

ウクライナの独立 

1991年8月24日、ウクライナ・ソヴィエト社会主義

共 和 国 の 選 挙 に 基 づ く 議 会 で あ る 最 高 議 会

（Verkhovna Rada）は、ウクライナが「独立した民主国

家」であることを宣言した17。この独立国家に向けた運

動は、1985年以降、全ソ連共産党議長ミハイル・ゴルバ

チョフによって開始されたソヴィエト社会の改革と変革に

関連した漸進的なプロセスであった。 

ウクライナ・ソヴィエト社会主義共和国の変化は 

1989年までは本格的に始まらなかったが、「ルフ」と呼

ばれる市民組織（ウクライナ国家再構築のための国民

運動）が先頭に立ち、変革を起こしていった。「ルフ」の

支持者たちは最高議会の議員に選出され、共産党の一

部の議員たちと協力しながら議会を主導し、ウクライナ

最高議会は主権国家を宣言した（1990年７月）。独立

に向けた次の一歩は、モスクワでの予想外の出来事によ
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って引き起こされた。それは、ゴルバチョフ打倒のための

クーデター未遂（1991年８月）である。クーデターの失

敗を受けて、ウクライナ最高議会は独立を宣言した（８月

24日）。 

その宣言をさらに正当化するために、最高議会は、３

か月後の12月１日に国民投票の実施を求めた。投票権

を有する市民は、最高議会の独立宣言の可否を問われ

た。その結果は、最も熱烈な独立支持者の間でさえ予想

外のものであった。驚くべきことに、有権者の92%もの

支持で独立宣言が承認されたのだ。ウクライナ独立の支

持率が低いと思われた地域でさえ、半数以上の有権者

が支持した（ドネツィク州84%、ルハンシク州84%、クリ

ミア州54%）18。 

これほど多くの人々が独立を承認した動機は何だっ

たのか。確かに多くの人々は、独自の国家を持つことが、

ウクライナ民族として生き残るための最良の保障である

という考えに触発された。しかしながら、その変化がどう

であれ、自分や子供たちの生活は改善されるであろうと

期待する人たちもいた。独立は、このような両者の欲求を

満たしているように思われた。 

12月１日の国民投票から数週間以内に、ソヴィエト

連邦は消滅した（1991年12月26日）。その後数ヶ月

間、ウクライナの独立は、世界中のほとんどの国、国連、

そしてソ連崩壊後の隣国であるロシア連邦とベラルーシ

によって承認された。 
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独立国家としてウクライナは移行期に入るが、その間

の最優先事項は以下の点だった。 

１. 経済の変革（計画経済から自由市場経済へ）、 

２. 国家機関の構築（権威主義型から民主主義型へ） 

3. 対外関係の再構成（旧ソ連世界への依存から、 

    欧州連合及び北米とのより緊密な関係へ）。 

そしてこの移行期における重要な一歩は、新憲法を採択

することであった。 

ウクライナ社会のあらゆる場面で、来たるべき憲法に

ついて幅広い議論が行われた。ウクライナはフランスを

モデルとする中央集権国家か、あるいはドイツをモデル

とする連邦国家か。ウクライナが多様な地域から構成さ

れているという現実があり、それぞれの地域が独特な歴

史と複数の民族からなる住民を有するために、連邦国家

体制が適しているように思われた。しかし最終的に、

1996年に採択された憲法は、直接投票で選出される

大統領が率いる政府と、得票数に基づいて各政党が選

ぶ議員によって構成される一院制議会（Verkhovna 

Rada、最高議会）という立法府からなる単一国家体制

を規定した。単一国家としての唯一の例外はクリミアで

あり、ウクライナ内で自治共和国として承認され、独自の

議会を持つこととなった。 

民族・言語の多様性 

典型的なヨーロッパの国として、ウクライナは古来より
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民族的多様性を有する国である。過去には全ソ連国勢

調査によって、（年齢に関係なくすべての子供を含む）各

住民の国籍が記録されていた（また実際にそうすること

が求められていた）。この「国籍」は「国内パスポート」と

呼ばれていたIDカード（身分証明書）に記載される国籍

と一致していた。この国籍の識別  (ウクライナ人、ロシア

人、ポーランド人など)は、市民権（ソヴィエト市民、ある

いは「外国人」と書かれる）とは区別されていた19。 

ソ連最後の国勢調査（1989年）によると、ウクライナ

の総人口5,140万人のうち、73%近くがウクライナ人だ

った。残りの27パーセントは100を超える民族的マイノリ

ティによって構成されていた。数的に最大のマイノリティ

は1,130万人の民族上のロシア人（ウクライナの総人口

の22%）であり、これに数の上では非常に少なくなるも

のの、ベラルーシ人、モルドバ人、クリミア・タタール人、ブ

ルガリア人、ハンガリー人、ルーマニア人、ポーランド人、

ユダヤ人、アルメニア人と続いていた（すべて総人口の

１％以下）20。 

また、数的には少数ではあるものの、ザカルパッチャ

州のハンガリー人、ヘルソン州のモルドバ人、アゾフ海沿

岸のブルガリア人、クリミア半島のクリミア・タタール人、

アゾフの港湾都市マリウポリとその周辺のギリシャ人な

ど、民族的マイノリティの一部は、特定の地域に集中的し

て住んでいる場合、その地域においては「多数派」を構

成していた。数的には最大のマイノリティである民族上の

ロシア人は、ウクライナ東部と南部のいくつかの地域（ハ
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ルキウ州、ドネツィク州、ルハンシク州、クリミアの一部）

では、実際に住民の過半数を占めていた。 

念頭に置くべき重要なことは、ウクライナの現在の法

制度にかかわらず、上記のすべての「民族的マイノリティ」

は先住民であり、ロシア人、ポーランド人、ハンガリー人、

ルーマニア人、モルドバ人などの子孫として、何世紀にも

わたって同じ場所に住んできた人々である。****別の言

い方をするなら、彼らの祖先の土地は現在のウクライナ

にあり、彼らの母国または故郷はウクライナであり、（現

在の）ロシア、ポーランド、ハンガリー、ルーマニア、モルド

バ、ブルガリア、その他の場所ではないのだ。 

また重要なことは、市民の母語（これも国勢調査で

記録されている）と国籍を区別することにある。ロシア語

を母語（日常語・利便性のある言語）と報告したウクライ

ナの住民のすべてが民族上のロシア人ではなかった。歴

史的に、ウクライナ人を自認する民族上のウクライナ人

のうち、かなりの割合がロシア語話者であった。この言語

状況は、ロシア語がウクライナで最も重要な言語として

の地位を与えられていた 70年間のソヴィエト支配

（1921－1991年）の間に強化された。さらに、民族的

マイノリティの多く、特にベラルーシ人、クリミア・タタール

人、ブルガリア人、ギリシャ人、（以前は人口がはるかに

多かった）ユダヤ人は、昔も今もロシア語を話している。 
****現在、ウクライナが先住民（ウクライナ語ではkorinni）として認定している

のは、クリミア・タタール人、カライム人、クリムチャク人のみで、彼らのほとんどはク

リミアに住んでいる。先住民とは、一般に、特定の領域に少なくとも  １世紀（３世

代）さかのぼって存在する人々と定義されるため、ウクライナの「民族的マイノリテ

ィ」の多くは先住民の地位に値する。  
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Ⅲ. ウクライナというナショナル・アイデンティティー 

1991年にウクライナが国家としての地位を獲得した

ことで、この新しい政体が包み込もうとする人々の共通

の国民としてのアイデンティティーは市民的な原則に基

づくのか、それとも民族的な原則に基づくのか、という問

題が生じた。言い換えれば、特定の地域に住み、共通の

市民権により結び付けられ、共通の法体系や政治制度

に属することを認識している人々のコミュニティとして国

家に関係することを基礎とする、市民型ナショナル・アイ

デンティティーなのか、それとも、言語、歴史的伝統、文化

的価値観によって定義される特定の民族性に主に関連

づけられるところの民族型ナショナル・アイデンティティー

なのか、という問題だった。1996年憲法は、「ウクライナ

国民」を「すべての『国籍』からなる市民」と定義するこ

とで、この問いに明確に答えた21。 

ウクライナ人としてのアイデンティティーの発展 

市民型アイデンティティーを強調する憲法は、何がウ

クライナ人のアイデンティティーを構成するのかについて

のより伝統的な概念を排除するものではなかった。憲法

はまた、国家に対し、「ウクライナ人としての国民意識とそ

の歴史意識、伝統、文化の定着と発展を促進する」こと

を求めた22。とりわけ重要で、定着が求められている要

素としては、国家の唯一の公用語（ウクライナ語では「国

家語」）がウクライナ語であり、ウクライナ語の「包括的な

発展」が「社会生活のすべての分野で」促進されること
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とされた23。 

ウクライナ語は、特に国家が管轄する国の教育制度

において、より重要視されることになったが、他方「民族

的マイノリティの言語」には「自由な発展」が保障された
24。最も議論されるのは、ウクライナ住民の30％の母語

であるロシア語だった（2001年国勢調査）25。ロシア語

話者の多くはしばしば彼らの言語が「マイノリティ言語」

と分類されることに不満を示したが、実際には、ロシア語

は、ウクライナの1,275の小中高校の授業で使われる指

導言語として排他的な地位を占めていた26。少なくとも

21世紀初頭までは、ほとんどの高等教育機関 (大学、

短大、専門学校) でロシア語が指導言語であり、ロシア

語はウクライナ全土で活字媒体は言うに及ばず、非活字

媒体においてもその使用が支配的であった。 

独立以降、教育課程の改革は、ウクライナの経験を

核とする史実の枠組みを共有する、新しく、若い世代の

台頭を促進した。教育省が全国向けに定めた指導要領

に従い、カリキュラムは大幅に見直された。 

ウクライナの歴史は学生の専門分野に関係なく、小

学校の高学年から高校まで、また短大、大学、専門学校

で必修科目とされた。かつてのソヴィエト・マルクス主義

に基づく歴史教育は、第一次世界大戦の前に、ウクライ

ナで最も有名な歴史家で初代大統領 (1918 年) であ

るミハイロ・フルシェフスキーによって既に作られていた

ウクライナ国家の歴史観に置き換えられた。  
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このフルシェフスキーの歴史観は、中世のウクライナ

の政体であるキーウ・ルーシを「原始」ウクライナ国家と

みなすものの、ロシア帝国との統合を避け、ロシアからの

独立のために戦った17、18世紀のコサック国家に最大

の重点を置いている。20世紀のソヴィエト時代に関して

は、単に社会的、経済的成果の時代として描かなくなっ

ただけでなく、ウクライナ人の民族思想が抑圧され、恐ろ

しい数の死者を出した「ホロドモール」が１９３２-1933

年の大飢饉の際に引き起こされるなど、苦しみに満ちた

時代であったことが記されている。 

ウクライナ人としての共通の感受性を形成することは、

公共空間を変革しようとする地域コミュニティの努力に

よってさらに促進された。ソヴィエト支配の象徴、特にソ

ヴィエト建国の父・レーニンの像は、多くの都市、街、村の

広場から撤去され、主に19世紀のウクライナの国民的

吟遊詩人タラス・シェフチェンコの記念碑に置き換えられ

た。20世紀にソヴィエト政権によって抑圧された出来事

や人物の名誉は、大学の学者や学校の教科書の著者、

ウクライナ国立科学アカデミーに属する各研究所、そして

新しく創設されたウクライナ国立記憶研究所による幅広

い活動を通して回復されていった。 

大飢饉（ホロドモール）を追悼する公共のモニュメン

トが設置され、ソヴィエト支配に全面的に、あるいは部分

的に反対した名誉ある著名人：アンドリー・シェプティツ

キー（Andrei Sheptytskyi）、ミハイロ・フルシェフスキ

ー、ムィコラ・スクルィプニク（Mykola Skrypnyk）、ステ
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パン・バンデラ（Stepan Bandera）などの名前を通り

や広場に冠していったことで、ウクライナの公共空間は

次々に豊かになっていった。いくつかの街や都市のソヴィ

エト風の名前が変更され（アルテミフスクはバフムトに、

ドニプロペトロフスクはドニプロに、キロヴォフラドはクロ

ピウニツキーに）、紙幣にはウクライナの愛国的英雄たち

の肖像が描かれた：タラス・シェフチェンコ、ボフダン・フ

メリニツキー（Bohdan Khmelnytskyi）、イヴァン・マゼ

ーパ、ミハイロ・フルシェフスキー、などである。 

ウクライナの歴史を教える教育と公共空間の再創生

は、一面では民族的ナショナリズムを強調しているように

見えた。しかしその一方で、ウクライナの非ソヴィエト化は、

ウクライナのすべての人々に「声」を与える努力があった

という点で、市民的ナショナリズムの原則を反映していた。 

ウクライナの新しい歴史、特に小中高校で使用され

る必須の教科書は、次第に多文化的アプローチを採用

し、民族的にウクライナ人ではない国民個人やコミュニ

ティの業績に対してより大きな注意が払われるようにな

った。例えば、教育科学省は特別プログラムを策定して、

ホロコーストとウクライナにおけるそのユダヤ人犠牲者に

ついて、教師の研修と意識向上を図った27。 

公共の場では、民族的マイノリティが集中的に居住

する地域には、それぞれのマイノリティ出身の著名人に

因んだ名がその場所の通りに付けられた。特にリヴィウ、

チェルニウツィ、ウマンではユダヤ人の名前が、マリウポ
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リではギリシャ人の名前が、ザカルパッチャ州南部では

各地にハンガリー人の名前が付けられた通りが数多く

存在している。 

ウクライナ政府や地方行政府は、それが世俗的なも

のであれ、宗教的なものであれ、ウクライナ国内の様々

な人々を代表する既存のモニュメントを修復したり、新た

に建設するために直接的に支援し、外国からの投資を

奨励した。こういった多くの事例の中で際立っているのは、

ユダヤ人にとってのキーウ（バビ・ヤール）とハルキウ（ド

ロビツキー・ヤール）のホロコースト虐殺現場、ドニプロ

のメノラ・コミュニティ・センターとユダヤ人歴史博物館、

リヴィウの旧ユダヤ人街とヤノフスキー労働収容所、そし

てウクライナ各地に存在する多数のシナゴーグである。

また、クリミア・タタール人にとってはバフチサライのカー

ン宮殿、クリミア全土に分布するモスク、文化人や政治家

の像であり、ギリシャ人（マリウポリ）とハンガリー人（ベ

レホヴォ）にとっては大学レベルの高等教育機関である。

特に、多文化都市オデーサは、市内のギリシャ人、ドイツ

人、ユダヤ人、アルメニア人、およびブルガリア人のコミュ

ニティに特別に配慮した市民および文化センターを建設

することが奨励された。かつて第一次世界大戦前までウ

クライナを支配していた帝国の象徴的な人物に対しての

一部の市民のノスタルジーを満たすために、復元され、ま

たは新しく建てられた記念碑さえあり、オーストリア＝ハン

ガリー帝国フランツ・ヨゼフ皇帝（チェルニウツィ）、ロマ

ノフ王朝エカテリーナ女帝（オデーサ）や彼女に寵愛さ
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れたグレゴリー・ポチョムキン大臣（へルソン）がそれにあ

たる。前述のとおり、現代のウクライナ人のアイデンティテ

ィーは、複雑でありかつ進化を続けている。  

言語や文化のようなウクライナ人のアイデンティティ

ーを特徴づける民族的要素の上には、ここ数十年で、市

民的アイデンティティーの要素が塗り重ねられた。それは、

民族的ウクライナ人がウクライナ国家の在り方について

どう考えているかを示し、また、ウクライナに住んではいる

が民族的特徴を欠いている人々を、政治的な共同体とし

てのウクライナに受け入れることを可能としている。同時

に、この民族的アイデンティティーと市民的アイデンティ

ティーは、ウクライナ社会の特定の集団が持つその他の

世界観とも共存している。世代や地理的な位置によって、

その世界観は異なっているのである。 

ウクライナにおけるアイデンティティーの類型 

分析のために、民族的または市民的な原則に従って

分類される４つの「ナショナル」・アイデンティティーに言

及することは有益であろう。しかしながら、実際には、これ

らのアイデンティティーは相互に独立したり、排他的なも

のではなく、２つないしそれ以上のアイデンティティーが

組み合わさって、あるひとりのウクライナの市民のアイデ

ンティティーが形作られる場合もあるだろう。 

1. ウクライナ人としての民族的アイデンティティー：ウ

クライナ人としての民族的アイデンティティーの決め手は、

その人がウクライナ語を話し、ウクライナ人であると自認
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し、ウクライナが実存する国民国家であるという信念で

ある。独立以前、このウクライナの民族意識は西ウクライ

ナ、とりわけ歴史的にハルィチナ、ヴォルィニと呼ばれる

地域の住民の間で最も強かった。そして独立以降は、ウ

クライナ全土でより多くの若い人々 (ソヴィエト崩壊後に

生まれ、新しい時代の薫陶を受けてきた人々)が、自分た

ちの「ナショナル」・アイデンティティーを決める上での、

この民族的アプローチを受け入れてきた。 

2. ロシア人としての民族的アイデンティティー：ロシ

ア人としての民族的アイデンティティーは、祖先が何世代

も、場合によっては何世紀にもわたってウクライナ、特に

東部や南部に住んできた市民に見ることができる。彼ら

の主要かつ、多くの場合唯一のコミュニケーションのた

めの言語がロシア語であるだけでなく、彼らの文化的親

近感 （正教会モスクワ総主教座への帰依として表現さ

れることが多い）は彼らと、彼らの祖先が属していたロシ

アに向けられている。それは、ロシア帝国であろうとソヴィ

エト連邦であろうと関係がない。 

3. ソ連市民的アイデンティティー：ソ連市民的アイデ

ンティティーとは、ソヴィエト連邦のどこであれ、その一角

で生まれ育ち、教育を受けた人々 (しばしばソヴォクと呼

ばれる) に表れる。彼らのコミュニケーション言語はロシ

ア語で、かつての祖国で最も権威のある言語だった。当

然の結果として、彼らはウクライナ語を農民の話し言葉

に過ぎず、言語ではないとみなし、（しばしば示威的に）

それを使うことを拒否している。ウクライナ政府によって
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言語に関する法律やガイドラインが制定されたことに、彼

らは憤りを感じている。 

これらソ連市民的アイデンティティーを有する人々（ソ

ヴォク）は、ソヴィエト時代の身分証明書に記載されてい

た国籍を持っている。しかし、それは大部分が名目上の

アイデンティティーだった。これは、ロシア人であろうとな

かろうと、国籍は重要視されていなかったからだ。したが

って、ソヴィエト連邦という国とその文化的および政治的

価値観とのつながりは、ソ連市民的アイデンティティーの

主要な特徴となった。ソヴィエト連邦亡き今、ウクライナ

の「ソヴォク」は、ソ連の後継国家であるロシア連邦を祖

先の故郷とみなしており、いつか再び政治的に属する可

能性があると考えている。「ソヴォク」は主に年配世代 

（現在では50歳以上）がほとんどで、ウクライナ全土に

わたって見受けられるが、主にウクライナ東部と南部、特

にクリミアに多く存在する。 

4. ウクライナ人の市民的アイデンティティー：ウクライ

ナ人の市民的アイデンティティーは、ウクライナという国

を、すべての異なった民族性を有する人々が受け入れて

もよいと思ういくつかの共通の価値観によって定義され

る国と考える。これらの価値観の鍵となるのは、市民の国

籍や言語に関係なく、国とその利益に対する忠誠心にあ

る。したがって、ロシア語またはクリミア・タタール語の話

者は、ウクライナ語話者と同様にウクライナ国民であると

捉えている。民族的ウクライナ人、ロシア系ウクライナ人、

ポーランド系ウクライナ人、ユダヤ系ウクライナ人、クリミ
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ア・タタール系ウクライナ人などから構成される現代的な

多民族・多文化国家について述べることができるのは、

まさにこの文脈においてである。 

また同時に重要なことは、どのような国家が市民の

忠誠に値するかについて共有される価値観であろう。

（ロシア連邦国民であろうと、ウクライナやソ連崩壊後の

様々な地域に住む「ソヴォク」であろうと）国家そのもの

が自分のアイデンティティーであるとみなすロシア人とは

対照的に、ウクライナ人の市民的アイデンティティーを信

奉するウクライナ国民は、国家が法の支配や人権擁護と

いった民主主義の原則を遵守することを期待している。

このような政治モデルは、明らかに彼らが属したいと切

望する欧州連合型であって、ロシア連邦や、その他のい

かなる独裁体制でもない。 

近年の出来事とその影響 

近年の出来事が、ウクライナ人の市民的アイデンティ

ティーと国家の概念に大きな影響を与えたことは疑いの

余地がない。その１つ目の出来事は2004 年のオレンジ

革命だった。この出来事の重要性は、大統領選挙の再

投票が実施され、最初の投票結果を覆す結果がもたら

されただけでなく、このことで国民の持つ力が明らかに

なったことにあった。ウクライナのような権威主義的で独

裁的な支配に慣れていた社会にとって、オレンジ革命は

ウクライナの大部分の人々の国民意識を変えた。一般市

民が街頭に出て抗議しただけでなく、現実として変化を
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もたらすことができたのである。それ以上に、（真冬の氷

点下に直面しながら）数週間にわたって払われた彼らの

個人的犠牲は、国家の利益、つまり「彼らの国家」を守る

ためのものであった。 

ウクライナのナショナル・アイデンティティーの市民的

側面を最終的に完成させた2つ目の出来事は、「尊厳の

革命（マイダン革命）」だった。マイダンの名で知られる

首都キーウ中心部の独立広場で、この抗議行動は４カ

月間 (2013年11月－2014年2月) にわたって行われ

た。この時の抗議はウクライナの国家としての、その地政

学的な立ち位置をめぐっての利益に関係していた。とり

わけ10年前のオレンジ革命以降、ウクライナの社会とア

イデンティティーはますます欧州連合に向かっていたの

である。ウクライナのヴィクトル・ヤヌコーヴィチ大統領は、

欧州連合との協力覚書に署名することに同意していた。

しかし、最後になって、ロシアのウラジーミル・プーチン大

統領の圧力を受けて、署名は拒否された。この決定が、

キーウのマイダンでの抗議運動の引き金を引いた。ヤヌ

コービッチ大統領が暴動鎮圧特殊部隊を投入すると、

広場は血塗られた殺戮の現場となり、100人以上のデ

モ参加者が射殺された。最終的には、抗議行動側が特

殊部隊を打ち負かし、ヤヌコーヴィチ大統領を失脚させ

た。民衆の力が勝利したのだった。ウクライナ市民の熱

烈な支持を得て、新たに親欧政権が誕生し、これまで国

を治めている。 

しかし、この勝利はほろ苦いものとなった。なぜなら、
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「尊厳の革命」の直後にロシアはクリミアに侵攻し（２月

下旬）、併合したからだ（３月24日）。ロシアはそれと同

時にドンバス（ドネツィク州とルハンシク州で構成される

ウクライナ東部地域）のロシアへの協力者を調略し、積

極的に分離主義勢力を支援した。気が付けば、ウクライ

ナ政府は東部の国境地帯における戦争に巻き込まれて

いた。ロシアの支援を受けた分離主義勢力との８年間に

およぶ紛争で、13,000人以上のウクライナ人が殺害さ

れ、約200万人が故郷ドンバスから他の地域に追いや

られた28。 

ロシアによるクリミアの占領と強制的な併合、ロシア

およびドンバスの親露分離主義勢力との戦争は、ウクラ

イナ人の間に、どのような民族的背景を持つかにかかわ

らず、市民的な国家のアイデンティティーを高めるために

何よりも大きな役割を果たした。例えば、キーウのマイダ

ン（独立広場）で 2013年後半に殺害された最初の抗

議運動参加者がアルメニア系の若いウクライナ国民だっ

たことは皮肉的ではあるが極めて象徴的な事件となっ

た。さらに、マイダンで毎日行われた集会で最も声高に

発言したのは、影響力のあるウクライナのユダヤ人団

体・コミュニティの協会（VAAD）の会長であるヨシフ・ジ

セリスであった29。また、ウクライナ東部の親露分離主義

勢力と戦ったウクライナ軍の兵士の多くは、地元ドンバス

のロシア語を話す住民であることが判明した。このように、

マイダンの抗議行動参加者とウクライナ東部のロシア語

を話す兵士たちが、自分たちの国であるウクライナのた
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めに声を張り上げ、戦い、命を落としたことは明らかだ。 

2022年２月に始まったロシアとの戦争の最新局面

は、民族的であれ市民的であれ、ウクライナのアイデンテ

ィティーがいかに強固に、かつ広く共有されるようになっ

ているかを示した。ロシアのウクライナ侵略に対するウク

ライナのあらゆる階層の人々の勇敢な抵抗は、ウクライ

ナ国民自身が自らのアイデンティティーを、ロシアとはよ

り対照的に区別し、一方、欧州の価値観とは寄り添う形

で定義しようとする傾向の証拠であり、かつその傾向は、

さらに強まっていくだろう。 
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Ⅳ. まとめ 

「ウクライナ国家」という理念は、少なくとも17世紀

半ばまでさかのぼる長い伝統がある。当時、現代のウク

ライナの中心部にコサック「国家」が建設され、 1780年

代まで独立した自治組織として存在していた。 

ウクライナ民族運動は、19世紀の間、独立国家の理

念を維持していた。第一次世界大戦後の革命期（1917

－1920年）に、ロシア帝国とオーストリア＝ハンガリー帝

国が崩壊すると、短い期間に４つを下回らない「ウクライ

ナ国家」が５つの異なる体制によって樹立された。それら

は、ウクライナ国民共和国（中央ラーダおよびディレクト

ーリア）、ソヴィエト・ウクライナ人民共和国（ソヴィエト・

ウクライナ）、ウクライナ国（ヘーチマン政府）、および西

ウクライナ国民共和国である。 

これらの共和国のうち、生き残ったのはソヴィエト・ウ

クライナの１つだけだった。これは主に、ソヴィエト・ロシア

との緊密な同盟関係と依存を維持した結果であり、

1923年７月にはソヴィエト社会主義共和国連邦（ソ連）

が形成された。ソヴィエト・ウクライナは、（暫くの間の外

交権を含む）国家として多くの仕掛けを有していたが、

1930年代初頭、モスクワのソ連政府（全連邦共産党）

に完全に服従した。それにもかかわらず、ソヴィエト・ウク

ライナは、独自の政体としての状態を維持し、第二次世

界大戦の終わりに領土が約４分の１拡大した。 

ソヴィエト・ウクライナの国家としての地位は、1945



 
39 

 

年に独自の権利を有する国連の創設メンバー国として

参加したことで実際に高まった。1980年代後半にソヴィ

エト連邦が変革期に入ると、主権国家としてのウクライナ

を求める声が高まり、1991年、ウクライナは完全な独立

を果たした。 

独立を勝ち取った後、現在のウクライナ国家は憲法

（1996年）を採択し、同憲法は国家の形態を（連邦で

はなく）単一国家と規定した。にもかかわらず、ウクライナ

が民族的原則に基づくべきか、あるいは市民的原則に

基づく国家になるべきかという問題は未解決のままだっ

た。換言すれば、それは民族的ウクライナ人の文化的価

値観によって定義される国家になるべきなのか、あるい

は国籍や言語に関係なく、すべての市民に共通のアイデ

ンティティーによって定義される国家になるべきなのか、

という問題だ。 

1991年の独立以降のウクライナ情勢の展開、特に

２つの社会・政治的激動、すなわちオレンジ革命（2004

年）と「尊厳の革命（マイダン革命）」（2013-2014年）

以後の動きは、ウクライナがますます、ウクライナ人とは誰

かということについて、自らの憲法が宣言した市民的原

則によって定義される国民国家に近づいてきた、というこ

とを示している。「ウクライナの国民」とは「すべての『国

籍』からなるウクライナの市民」なのである30。 

ウクライナの市民的アイデンティティーの中の共通の

願いの中には、表現の自由、人権、法の支配といった原
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則に重点を置くヨーロッパの民主的価値観で治められ

る国家へのコミットメントがある。市民的原則に基づく国

家の強さは、2022年に勃発した「プーチンの戦争」とい

う、ロシアのウクライナへの侵略に対する反応によって、

あらゆる予想を超える形で証明された。この戦争の間、

ウクライナのあらゆる地域、あらゆる民族、あらゆるジェン

ダー、あらゆる言語の市民が自分たちの国はウクライナ

であることを自ら認識し、自分たちの国ウクライナを守る

ために立ち上がり、戦い、命を落としたのであった。 
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